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■要旨
小売業態の多様化に関する研究は，近年脚光を浴びている。中国市場に
おいては，９０年代から様々な小売業態が一気に市場に導入され，短期間
で小売業態の多様化が進行してきた。中国小売業態の発展およびその多様
化のプロセスについて，その実態と社会的背景を踏まえ，さらに事例との
すりあわせを検討しながら，発展のプロセスを考察していきたい。
■Abstract
Study on the diversification of retail format has drawn much atten-
tion during recent years. Since 1990s, various retail formats have been
introduced into Chinese market and been quickly diversified in a short
period. This thesis is to analyze the process of development and diversi-
fication of Chinese retail formats through study on reality, social back-
ground and cases.
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１ はじめに
経済の急成長を背景に，中国流通を取り巻く環
境も大きく変化し，小売業態の発展が急速に進行
している。政府が経済改革・開放を行い，小売業
に関する規制が緩和され，政府主導で小売業にお
ける外資の参入が認められ，新しい業態の小売業
が急速に導入され，小売業の発展が促進されてき
た。このように中国の小売市場における業態の発
展は，短期間で多様な業態がほぼ同時に導入され
成長するという特徴を持っている。
本研究は，こうした中国の小売市場での業態動
向について，特に業態多様化の発展プロセスを解
明しようとしている。ここでの検討課題は，まず
（１）中国小売業態の発展メカニズムを究明するた
め，欧米で主張されている理論仮説をレビューす
る。（２）外資系小売企業の参入が中国の小売業態
にどのような影響を与えてきたのかを明らかにす
る。とりわけ外資系小売企業がもたらした新業態，
ならびに業態多様化の発展過程を考察する。（３）
中国小売業態の発展と多様化を促進させる引き金
となった行政介入１）と消費需要の増大の影響とい
う側面を明らかにする。とくに，WTO加盟以前，
国の行政介入により小売業の発展が促進されてき
た側面と，さらにWTO加盟以降，小売参入に対
する規制緩和と相俟って，消費規模が拡大し，中
間所得層が急増するとともに，競争企業も増加し，
消費需要の多様化に応じるために小売業態の多様
化が活発に進行するようになった事実関係を解明
する。さらに（４）小売業の業態多様化の動向に
ついて，複数の小売企業の業態戦略の実情から確
認をする。この狙いは，マクロ的な小売業態の動
きに対して，ミクロ的な個々の企業の業態戦略を
すり合わせることで，小売業態多様化の展開を具
体的に理解する狙いがある。以上の考察を通して，
最後に，中国の小売業態の発展に対する新たな仮
説の必要性を提起しておきたい。
１．小売業態に関する先行研究
小売業態の定義に関しては，出牛正芳編著『基
本マーケティング用語辞典』（２００４）２）において，
田口冬樹氏は「特定の販売方法や営業方式によっ
て発展する事業の行き方やとらえ方を業態と言う。
営業形態の略といわれており，流通業やサービス
業で多く利用される概念である。小売業ではスー
パーマーケット，コンビニエンスストア，ディス
カウントストアなど業態としてとらえられ，特定
の商品分野に限定されない品揃えで，品揃えの広
狭，価格水準，セルフサービスの採用程度など戦
略目標に基づくマーケティング・ミックスの特徴
から創造される」と捉えている。この概念では，
小売業態は小売企業の販売方法や営業形態の違い
によって生成するという視点から捉えている。
現代小売業の研究分野において，経済の成長や
消費者の生活水準の向上とともに，小売業態の発
展過程やその変化のメカニズムの解明に注目が集
まっている。欧米の小売業態を中心に検討してき
たMalcolm P. McNair（１９３１）の「小 売 の 輪」
（wheel of retailing）仮 説 を は じ め，Hollander
（１９６６）の「小売アコーディオン」仮説など，小
売業態に関して，数多くの研究が行われるように
なってきた。先進国と新興国の２つのタイプにお
いて，小売業発展にどのような発展メカニズムが
働いているかに大きな研究関心が与えられている
（柯，２００７；田村，２００８）。
小売業態はどのように誕生・発展し，また何故，
新業態が誕生するのかについて，ここで小売業態
の研究に関する仮説を確認する。
１．１「小売の輪」仮説
小売業態の多様化は近代小売業の最大の特徴だ
と言われている。小売業の多様化が著しく推進さ
れてきた市場はアメリカであると言える。アメリ
カ流通の歴史を遡り，約１００年の間，百貨店
（DP）から，チェーンストア，スーパーマーケッ
ト（SM），ディスカウント・ストア（DS）など
の業態が相次ぎアメリカの市場に導入され，その
発展の経緯と基本原理に注目したのはハーバー
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である。１９５８年に，小売業態の登場と発展をめ
ぐり，「小売の輪」という仮説を立ち上げた。こ
の仮説は小売業態の革命の出発点と言われている
（Hollander, 1960；Goldman, 1978；矢作，１９９６；
高嶋，２００３）。
この仮説の主張は，新業態が市場に導入される
際に，低価格販売を経営の柱とし，消費者の受容
と利用により，新業態が発展・成長する。すなわ
ち，新業態がスタートした時点で，既存の小売業
態に対し，新たな安売りの技術を導入し，低コス
ト，低マージンに基づく低価格販売を果たし，新
規に市場に登場する。新小売業態は，提供する
サービスなどを抑え，店内の内装や設備も簡素化
にし，低価格を訴求し，既存業態から顧客を奪い
成長し，市場での地位を確立する。さらに追随者
が同じ仕組みで低価格を実現することで参入者が
増加する。顧客を獲得し，維持するために，やむ
なく商品の品揃えを増加させ，より良いサービス
を提供し，設備を向上させ，トレーディング・
アップ（格上げ）するようになる。その結果，投
資規模が拡大し，マージンの上昇をもたらし，価
格競争からサービス競争に移行する。低価格訴求
を維持することは不可能になり，次の新たな革新
的な業態に交代させられる。このように輪が一回
りするごとに，新たな業態が市場に導入され成長
することで，小売業態を革新していく。
「小売の輪」仮説は小売業者が格上げすること
により，高価格業態が誕生し，市場に参入・変容
していくことを説明すると主張している。この仮
説は小売業態の展開パターンを消費需要と業態革
新に関わる小売企業の行動から説明しようとする
仮説であり，業態革新論の最も重要な理論である
といえる（白石，１９８７；高嶋，２００３）。
「小売の輪」仮説はアメリカの小売業態の成長
軌跡に対し説得力があるが，新興国や高価格参入
の小売業態の発展にとっては説明しきれない限界
もある。中国市場においては，多くの外資系企業
が中国に進出する際に中間層をターゲットに総合
スーパー（GMS）業態を展開してきた。進出す
る際の一般消費水準より，やや高コスト・高価格
業態として導入された面が強い。「小売の輪」仮
説は，中国小売業態の革新に対しては部分的にし
か適用できないことが指摘できる。
１．２「小売アコーディオン」仮説
アコーディオン仮説は，「小売の輪」仮説と同
様，小売業態の革新を説明する理論仮説であり，
Hollander, S. C. により展開された。Hollander
（１９６６）４）は小売業の営業形態変化を価格ではなく，
商品ライン，すなわち品揃えの総合化，専門化に
よって変化が生じると指摘している。
「小売アコーディオン」仮説は，非経済的な要
因，法的制約，資本能力，必要なコスト，消費者
の選好パターンという５つの要因により，総合的
な幅の広い品揃えの小売業と，専門的な幅の狭い
品揃えの小売業とがアコーディオンのように交互
に出現することによって小売業革新が進展すると
説明している。
この仮説は極めて単純な概念構成でありながら
も，小売業態における発展の一般的な傾向を的確
に捉えたものといえる。しかし，この仮説は歴史
的な事実の蓄積とその分析から導き出された経験
的な仮説であるために，普遍性を持つことが証明
されているわけではない（Hollander, 1966；
柯，２００７）。
この仮説はある業態の普及・飽和が前提となり，
新業態が導入されるという特徴を持っている。中
国市場では，需要規模の拡大により，わずか２０
年間に，商品の品揃えの広い GMS業態から，コ
ンビニエンスストア（CVS）業態，商品の品揃え
の狭い専門店（SS）業態まで，多くの業態が品
揃えの幅や業態の飽和と関係なく，ほぼ同時に市
場に現れてきた。「小売アコーディオン」仮説の
交互に業態が出現するという説明は中国小売業態
の発展プロセスには一致しないこと，また，小売
業態の生成・発展の要因を明確に提示していない
ことが指摘できる。
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１．３「小売ライフサイクル」仮説
上述してきたように，「小売の輪」仮説や「ア
コーディオン」仮説は業態の革新が価格，サービ
スレベル，品揃えの幅などで捉え，新業態導入後
の変化などを中心に説明するものである。いずれ
も複数の業態を対象に，その革新，発展のパター
ンを議論する仮説である。これに対し，「小売ラ
イフサイクル」仮説は１つの業態を対象に，市場
に導入されてから，衰退までのプロセスを考察す
る 仮 説 で あ る。こ の 仮 説 は Davidson et al .
（１９７６）５）より提唱され展開された。
「小売ライフサイクル」仮説は小売業態の発展
を導入期（Innovation），成長期（Accelerated de-
velopment），成 熟 期（Maturity），衰 退 期（De-
cline）の４つの段階に分け，各段階の市場特性，
小売業者や供給業者の行動，またマーケットシェ
ア，収益性などを説明している。
４つの段階に分け，各段階における個々の業者
の行動や変化などを比較的に詳しく分析すること
ができる。しかし，あらゆる業態を統一的に変化
のプロセスから考察しようとすると，この仮説を
用いるのには限界がある。各段階における市場特
性や，各業者の行動と変化，また企業間と消費者
との間の相互作用を含む考慮が必要となる６）。ま
た，「小売ライフサイクル」仮説に関しては，ア
メリカにおける小売業は新しいタイプの小売業に
なるほど，ライフサイクルが短くなってきている
という議論がある７）。
中国市場では，導入期や成長期に多様な業態が
ほぼ同時に導入されてきた。しかし，業態発展の
要因が明確でないため，業態ごとに現在４つの段
階のどの段階に所属するのかを見分けるのは難し
く，またある業態の衰退に取って代わり，新しい
業態が生まれるケースはまだ確認できない。中国
のような成長期におかれている市場においては，
様々な小売業態を同時に抱え込むパターンが生ま
れている。
以上各先行研究をレビューしたが，「小売の輪」
仮説はコストをファクターに，「アコーディオン」
仮説は商品の品揃えを中心に，「小売ライフサイ
クル」仮説は時間を軸に，それぞれ異なる視点で
小売業態の発展過程や変化のメカニズムを解明し
ようとしている。しかし，これらの仮説は中国小
売業態の発展メカニズムを十分に説明できず，現
状の解明が的確に行えるわけではないといわざる
を得ない。より全体として中国小売業態の発展メ
カニズムを解明するためには，新たな仮説モデル
が必要になると考えられる。
中国小売業態の発展過程に多くの研究者が関心
を寄せているが，中国小売業の多様化の歴史はま
だ浅く，現段階では研究成果が少なく，現状分析
で終わる研究が珍しくない。欧米で生成・発展し
てきた業態が中国市場にも出現し，それに即応す
る形で，欧米で提唱された業態革新の仮説により
中国小売業の多様化を説明する研究も行われてい
る。
２ 外資系小売企業の参入による小売業態へのインパクト
先進国と比べ，中国における小売業態の発展の
歴史は短く，各業態がほぼ同時に中国市場に登場
した。このような小売業態の発展プロセスは欧米
とは異なっている。
外資系小売企業８）は中国に進出して以来，中国
の流通業界に大きなインパクトを与えている。外
資系小売企業の積極的な参入により，中国小売業
の発展が促進され，国内小売企業には現代的な小
売方式や新業態導入への大きな刺激を与えた。
８０年代から９０年代前半にかけて，中国の小売
市場の発展は，主に生鮮食品市場を中心に行われ
てきた。また大都市や地方主要都市などのような
商業地域においては，対面販売という国営の伝統
的な食品店や百貨店が立地していた。当時，消費
需要が少なく，多くの店舗は単独の出店で，セル
フサービスやチェーンストアの経営方式はなかっ
た。
９０年代に入り，中国政府がチェーンオペレー
ションや物流センターなどの流通技術とノウハウ
の導入，そして商業インフラ整備のための資金導
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入などの目的で，小売業に関する規制を次第に緩
和し，９５年にはチェーンストアの設立を認める
ようになった。その後，WTOに加盟し，２００１年
から２００４年までは，外資に対する小売業の全面
的開放までの過渡期ともなったが，同時に国内小
売企業に対する最後の保護期間ともなった。２００４
年１２月以降，外資系小売企業に対する参入規制
は撤廃された。外資系小売企業は中国小売市場へ
の新業態の導入を積極的に行うようになり，中国
市場において新小売業態が成長しかついっそう多
様化するようになった。
外国資本の大量導入は，都市の伝統的な街や小
売業態の改革を促し，売場環境やサービスなどの
要素で消費者に利便性を与えてきた。そして，顧
客の様々なニーズに応えることで，小売市場の繁
栄に大きな役割を果たしてきた。
図表１が示すように，中国市場には海外で展開
されている主要な業態のほとんどが一気に導入さ
れている。経済改革・開放などの行政変化や外資
系小売企業の参入により，中国小売業態の現代化
および多様化が推進されている。
マクロレベルから見ると，外資系小売企業の参
入により，中国の小売構造が変化し，既存業態に
加えて新たな GMS，CVS，SSのような業態が導
入され，小売業態の多様化を生み，小売業の全体
的な規模が拡大してきた。
３ 中国の小売業態の発展プロセスと特徴
中国が改革・開放政策を実施して以来，政府の
小売業発展のための推進政策として，先進的な小
売技術や新しいタイプの小売業態が導入されてき
た。小売業態の発展は中国の経済発展段階をベー
スに，中国の行政介入段階，あるいは改革・開放
政策により（図表２を参照），テスト段階，適
応・調整段階，発展段階，拡張段階と競争段階の
５段階が分けられる（楊，２０１２）。また，中国市
場に参入する外資系小売企業に対し，設立年度，
資本金，グローバルな販売ネットワーク，年間売
上高，知名度などの条件を厳しく制限していた
（茹，２００７）。
各開放段階における業態の選択は異なる特徴を
持っている。テスト段階において，進出企業の業
態は主に百貨店であった。適応・調整段階に入り，
百貨店，GMS，SM，CVS，MHCなどの業態が
発展するようになり，小型 SM，CVS，HCなど
は発展段階の主流業態であった。拡張段階におい
ては，HC業態が発展し，競争段階に入り，専門
店と百貨店が再び注目を浴びるようになった。
既存主要業態
（改革・開放以前）
外資参入業態
（改革・開放以降）
図表１ 中国市場における小売業態の多様化
・百貨店（DP）
・総合スーパー（GMS）
・スーパーマーケット（SM）
・コンビニエンスストア（CVS）
・ショッピングセンター（SC）
・ウェアハウスクラブ（MHC）
・専門店（SS）
・ホームセンター（HC）など
・生鮮食品市場
・伝統的な食品店
・伝統的な百貨店
行政介入
※
注：※ 経済改革・開放政策の実施により，小売業に関する規制が緩和され，外資系小売企業の
参入が認めるようになった（注１）を参照）。
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欧米市場においては，小売業態の生成・発展・
衰退のプロセスは主に市場需要と競争のメカニズ
ムによって登場・変遷してきたが，中国市場にお
ける小売業態の変遷は，WTO加盟以前，新業態
が短期間で政府の主導により導入され，中国市場
には，一気に多様な小売業態が現れるようになっ
た。また，WTO加盟以後，市場経済が発展して
いるなか，すでに進出していた業態が継続的に発
展しつつも，消費者ニーズの多様化と高度化に適
応するため，新業態を有する新規企業が参入しつ
つある。競争激化により，企業レベルで業態の多
様化が進んでいる（楊，２０１２）。
４ 中国の消費市場
中国の消費市場においては，国民の所得水準が
上昇し，中間所得層が急増することを背景に，中
国における小売企業は業態多様化を推進しつつあ
る。急速に変化し，多様化している中国市場にお
いては，中国の消費者ニーズと購買行動も変化し
ている。また，２０１０年の上位中間層と下位中間
層が２００６年より６．２％と２０％を増加し（図表３
を参照），中間所得層が形成されている。国内で
消費生活水準が最も高いのは東部，沿岸部都市で
ある。都市部では中間所得階層が最も多く成長し
ている。WTO加盟により，消費変化がさらに激
しくなっている。
改革・開放以来，沿岸部都市の経済は著しく発
展し，それに伴い，小売業態や消費者ニーズなど
が急速に変化してきた。沿岸部の主要都市ではほ
とんどの小売業態が存在するようになった。近年，
中国は全体的に経済が成長しているが，この中で，
発展が目覚しいのは内陸部である。中央政府は内
陸部，特に西部地域の経済を成長させるために，
政策の支援やインフラの投入などにより，景気刺
激を推進し，それによって経済が活発に成長し，
個人消費も力強くなっている。
近年，内陸部の市場をターゲットに，外資系小
売企業が相次いで内陸部に進出し始めている。
GMS，DP業態の展開が著しく，CVS，HC，SC
業態も成長している。
図表２ 外資系小売企業に対する行政介入の動き
段 階 年 代 行政介入の動き
テスト段階 １９９２～１９９５
１９９２年社会主義市場経済体制の形成が開始。主要都市において中外合併・合作
による小売企業の単独店出店を実験的に認可
適応・調整
段階
１９９５～２００１
・１９９５年中外合弁によるチェーン店企業２社の設立（外資の出資率５０％以下）
を実験的に認可
・１９９９年合弁小売企業の経営範囲を拡大し，参入地域を，主要都市・４直轄市に
拡大
発展段階 ２００１～２００４ ２００１年WTO加盟，外資に対する規制を３年以内に撤廃することを約束
拡張段階 ２００５～２００７
２００４年１２月WTO加盟３年経過，外資に対する規制（進出先，出資率など）を
全面的に撤廃
競争段階 ２００７～現在 ２００７年１２月沿岸都市部は，外資系小売企業に対する優遇政策を撤廃
出所：楊陽（２０１１） pp. 89−96より作成。
図表３ 中国の所得階層の推移・予測
出所：経済産業省『通商白書２０１２』p. 126。
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富裕層
拡大する
中間所得層
（ビッグ･ミドル層）
大衆層・低所得層
代表消費者 ライフスタイル
国家幹部
企業経営者
贅沢品
高級志向
個人事業者
ホワイトカラー
公務員
ブランド品
嗜好品・流行
利便性消費
サービス業就労
者・農業就労者 低価格志向
急増
９０年代において，富裕層が出現し，９０年代末
から中間所得層が急速に増大し，消費者のライフ
スタイルが変わり，次第にブランド品や利便性を
重視するようになり，より質の良いものへの関心
を高めるなど消費の高度化と多様化が進行してき
ている（図表４を参照）。
現在，中国政府が様々な景気刺激策を行い，そ
れにより経済が発展し，沿岸部だけでなく内陸部
でも国民の収入が増え，中間所得層の拡大が確実
に進んでいる。その結果として，消費者の可処分
所得が伸び，「高級志向」や「ブランド志向」と
いう消費傾向が出現しつつあり，GMS・SM業態
がより多様で高度化した消費ニーズに対応しきれ
ないため，高級百貨店や専門店などの業態が成長
している。特に専門店は２００３年から２０１０年末ま
で，店舗数が年平均２．５倍に増加し，売上高の年
平均成長率が７０％という著しい成長であった。
また，勤務形態などの多様化で時間を重視した
ライフスタイルが増加し，「利便性消費」を中心
に展開する業態が増加しつつある。沿岸部都市で
のコミュニティ小型スーパー，沿岸部に限らず内
陸部でも多く展開している CVS，小型ハイパー
マーケット，ネット通販などの業態が増加する傾
向がある。消費者ニーズの多様化や個性化の出現
傾向は，それだけ小売企業がさらなる多様な業態
展開を推進するビジネスチャンスを生み出してい
る。
WTO加盟以降，中国の小売市場の中で出現し
ている小売業態の多様化の源泉は消費市場の規模
の拡大であり，とりわけ中間所得層の形成と増大
に基づくという点がより明確になってきた。また，
現在，中国市場においては，中間所得層をター
ゲットとした GMS業態がメイン業態になってい
る。
５ 中国市場における小売企業の発展状況
中国市場には，主要なグローバルリテーラーの
多くがすでに進出している。外資系小売企業の刺
激を受け，国内資本の小売企業の新業態への投資
が活発化しており，積極的に複数業態への出店を
行うようになってきた。中国小売企業ランキング
のトレンドを確認すると（図表５を参照），上位
１０社の中では６社が国内資本の企業である。家
電量販店の蘇寧と国美，またヤム・ブランズ９）以
外の小売企業は，いずれも多業態で展開している。
外資系小売企業と国内小売企業，さらに国内企業
の場合はそれも国有企業からの展開タイプも含め
て，多数のライバル企業が中国消費市場の成長を
ビジネスチャンスとして受け止め参入することで，
活発な競争を繰り広げている。
小売多業態化を推進してきた小売企業という視
点から３社を取り上げる。百聯集団，カルフール，
平和堂の事例である。
すでに問題提起したように，国内小売企業は政
府の行政介入との関係について，国内小売企業の
代表例として百聯集団を取り上げる。
国内小売企業の競争力を高め，外資系小売企業
に対抗できるようになるため，百聯集団は上海市
政府の主導により，２００３年４月に，上海市にあ
る３大企業（一百集団，華聯集団，友誼集団）と
大手商社（物資集団）との合併により実現した中
国最大の流通産業グループである。巨大な規模を
持ち，現在，百聯集団は中国市場において，多業
態で展開する小売企業のトップであり，国有企業
の代表例でもある。収益力を改善し，また巨大な
外資系小売企業に対抗できる国有小売企業を育成
図表４ 中国市場における消費者の所得段階とライ
フスタイル
出所：中国国家統計局『中国統計年鑑２０１０』，三菱UFJ
リサーチ＆コンサルティングの資料，キャストコン
サルティング株式会社の資料を基に筆者作成。
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するという政府の方針があった。合併して以来，
再編とM&Aを繰り返し，中国の国有小売企業改
革のモデル企業となっている。また，近年中間所
得層の増加につれ，合併時の業態をベースに，よ
り多くの市場を獲得し，消費需要を満たすために
は，新たに SC業態を作り出した。現在百聯集団
は，DP，GMS，SM，SC，CVSなど，多業態で
展開されている１０）。
１９９５年，カルフールは欧米外資では比較的早
く中国市場に進出し，中国政府が外資企業の独資
投資を認可していなかったため，北京現地のパー
トナーと合弁会社を立ち上げた１１）。ハイパーマー
ケット業態の全国展開を行い，それまで総合スー
パーといえる業態がなかった国に，それを普及さ
せる大きな役割を果たし，カルフールが中国にお
ける総合スーパーのデファクトスタンダード（業
界標準）となった。
カルフールは中国に進出する当初，地方政府の
行政介入により参入地域や店舗数などが制限され
ていたが，WTO加盟以降，規制がなくなり，中
間所得層の拡大をベースに沿岸部から内陸部への
進出を加速し，進出地域の消費ニーズの多様化に
応じた業態の多業態化を推進してきている。現在，
中国では主にハイパーマーケット，ディスカウン
トストア，インターネットショッピングを中心に
展開している。
日系企業の平和堂も当初，中国湖南省政府の要
請に応じ進出が始まり，１９９４年に省都長沙市に
合弁会社を設立し，１９９８年に長沙市の中心繁華
街・天心区五一広場に湖南平和堂本店を開業した。
母国市場で成功したモデル（GMS業態）を中国
市場に導入する意向を持ちながら，実際の参入に
際しては現地市場への適応を重視して GMS業態
から百貨店業態に転換した。平和堂は当該市にお
いては初の外資系小売企業として出店を果たし，
現在長沙市のナンバー１百貨店の地位を確立して
いる。
今後の店舗展開はショッピングセンターベース
でアンカーテナントとして百貨店を中心に展開す
る予定である１２）。必ずしも多業態の展開ではない
が，この事例は長沙市政府の行政介入による要請
を受け進出を行うものの，母国で準備していた成
功モデルにとらわれず，進出先の市場環境に適応
するため，標準化と現地化を融合した上で，業態
図表５ 中国小売企業ランキング（２０１１年） （売上高単位：億元）
２０１１ 企 業 名 本社 売上 店舗数 業 態
１ 百聯集団 中国 １１８２ ５６０４ DP，GMS，SM，CVS，他
２ 蘇寧電器集団 中国 １１００ １７２４ CE（家電）
２ 国美電器集団 中国 １１００ １７３７ CE（家電）
４
華潤万家集団
中国
８２７ ３９７７ GMS，SC，SM，CVS，他
傘下企業：蘇果超市 ３３０ ２００１ SC，SM，CVS，他
５ 康成投資（大潤発） 台湾 ６１６ １８５ GMS，CVS
６
重慶商社有限公司
中国
４７８ ３２５ DP，SM，CE，他
傘下企業：重慶百貨 ２９９ ２６３ DP，SM，CE
７ カルフール フランス ４５２ ２０３ GMS，CVS，他
８ ヤム・ブランズ中国事業部 アメリカ ４３４ ４４５０ SS
９ ウォルマート アメリカ ４３０ ２７１ GMS，SM，他
１０ 物美集団 中国 ４１１ ２６０９ SM，CVS，他
出所：中国チェーン経営協会『中国チェーン経営年鑑２０１１』より作成。
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のイノベーションを行い，百貨店という新業態を
採用し，堅調な経営方式で業績を伸ばしてきた現
地適応化の代表的なケースともなっている。
各事例の考察を通し，中国の小売業態はWTO
加盟以前，主に行政によって業態多様化が進めら
れてきたが，WTO加盟以降，行政介入が少なく
なり，消費規模の拡大と中間所得層の増加を推進
力として，小売業態の多様化がいっそう活発に行
われるようになってきたことを確認することがで
きる。
６ むすびにかえて
本論文は，成長の著しい中国市場での小売業態
の多様化に焦点を当て，その成長を生み出す基盤
となった行政介入のプロセスおよび消費需要の変
化などを考察し，業態多様化を明らかにしてきた。
中国市場においては，１９９０年代には，小売業
にとっては行政という政治的な外部要因に基づき，
中国市場への新業態の導入が行われた特徴を持っ
ている。その後，２０００年代に入り，中国小売市
場の発展の特徴は，急速な経済成長と大規模な市
場拡大を背景に，短期間で多様な小売業態を同時
に吸収するメカニズムが働いており，時間的経過
の下で段階的に小売業態が多様化する欧米の動向
とは異なった特徴を示している。
そこで本論文では，前述してきたように，中国
市場における小売業態発展のプロセスの特徴とし
て，特にWTO加盟以前，９０年代初期には，生
鮮市場のような伝統的な販売方式や国営百貨店な
どの業態が主要業態であり，チェーンストアの展
開はほとんどない状態であった。政府の行政介入
により，外資系小売企業の中国参入が可能になり，
多くの企業が本国で成功した単一の主力業態モデ
ルをもって中国市場に進出を果たし，新しい小売
業態が発展するようになった。市場全体からみる
と，様々な業態が中国市場に導入され，マクロレ
ベルで業態が多様化している。外資系小売企業は
チェーンストア展開が認められたが，行政介入に
より，地域・店舗数の制限などが制限され，全国
への出店はできず，主に沿岸部の都市や大都市に
おいて大型業態の出店に留まった。また，中国に
参入した企業は華人・華僑資本の企業が欧米企業
より多かった点も指摘できる。
WTO加盟以降は，SCやネイバーフッドマー
ケットなどの新しい業態も中国市場に導入され，
中国小売業態の多様化はいっそう促進された。
WTO加盟条約により，出店先や店舗数の制限な
どが撤廃され，外資系小売企業は大都市から内陸
部へのチェーンストア展開を加速した。経済成長
を背景に需要の変化と競争関係の激化を通し，各
企業がライバルとの差別化やより多くの顧客獲得
のために，多業態の経営方針を採用する傾向が見
られるようになってきた。行政介入が次第に緩和
され，日欧米の大手小売企業が中国市場への参入
を乗り出し，中間所得層の増大につれ，多様な消
費者のニーズに対応するために，大型業態に限ら
ず，小型業態の導入も推進するようになった。さ
らに，２０１０年９月，中央政府の行政介入により，
インターネットによる通信販売を外資企業に解禁
し１３），新しい業態による外資系小売業の参入が加
速している。
外資系小売企業に対して，内陸部の各地方にお
いて，免税，立地などの優遇政策を行い，積極的
に外資を誘致しているが，沿岸部の大都市におい
ては，優遇政策をなくし，国内小売企業と同じ待
遇にし，都市中心部においては，大型店の出店に
ついて規制する政策も出している。消費需要が小
売業態の多様化に大きな影響を与えているなか，
中国政府は行政介入を行いつつ，これが中国小売
業態の多様化を生み出してきた特徴と言える。
最近では，米国の小売業界において消費市場と
小売の発展関係をめぐり，ビッグ・ミドル（Big-
Middle）という新たなコンセプトが提示されて
いる。このコンセプト１４）は，小売業の新しい売り
方としての業態がどのようにして生み出されるの
かを説明しようとして提起されたものである。こ
こで小売業の全体の構造を示すと，小売業の業態
のタイプとして，「革新（Innovative）」，「低価格
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（Low-Price）」，「ビッグ・ミドル（Big-Middle）」，
「不振（In-Trouble）」という，４つのセグメント
に分けられる。
ビッグ・ミドルのコンセプトによると，小売業
はあるセグメント，すなわちイノベーターか低価
格小売業者のいずれかから始まり，また成功した
企業は結果的にビッグ・ミドルに移動し，失敗し
た企業は「不振」に移行するというシンプルな関
係を描いている。ここでは，ビッグ・ミドルが最
も多くの潜在的な購買力を示している。
このコンセプトから中国小売市場を考えてみる。
小売業を開放して以来，様々な小売業態が中国に
参入してきており，参入した当時，低所得層を
ターゲットとする低価格小売企業だけでなく，高
所得層をターゲットとするイノベーターのような
小売企業も，中間所得層の増加につれ，中間所得
層もターゲットとするようになった。また中間所
得層とターゲットとする小売業者はさらに市場を
拡大しようとするために，そこで，新しいタイプ
の小売業が増え，中国市場における小売業の業態
が多様化している。ただし，ここでイノベーター
を高価格小売業にのみ限定しているのは問題であ
るが，ビッグ・ミドルのコンセプトを利用すると，
中国の小売業の業態の発展と業態多様化の関係を
整理するのに有効な方法であることを確認するこ
とができる。小売業国際化の先行研究は，これま
で小売業態について，その発展や多様化のメカニ
ズムについて十分な考察を欠落させてきたという
指摘もある１５）。さらにこれに加えて，小売企業の
業態の研究には１企業１業態を暗黙に想定してき
たという点からの，小売国際化の業態研究への新
たな問題点も行われている１６）。
本研究とこのビッグ・ミドルのコンセプトの関
係で強調したいことは，中国や新興国での小売業
態の発展を考察する場合には，この小売業態の発
展過程で，資本主義的市場メカニズムに比べて，
図表６ 企業進出の制限および小売市場における変化
WTO加盟以前 WTO加盟以後
経営形態 合弁会社 合弁会社，独資会社
外資系の出資率 ５０％以下 出資制限を撤廃
地理的制限 限定される地域 地理的の制限を撤廃
チェーンストア ３０店舗以下，緩やかに展開 制限を撤廃，急速に展開
行政介入 政府政策が多い 政府政策が少なくなる
主要な展開地域 沿岸部 沿岸部から内陸部に移行
主要な参入形態 １企業・１業態 １企業・多業態
業態 大型業態を中心 大型業態と小型業態が併存
主要な消費層 貧困層 中間所得層
消費需要 低価格志向 嗜好品，便利性消費，ブランド品
出所：筆者作成
図表７ ビッグ・ミドル（Big Middle）仮説
出所：Michael Levy, Dhruv Grewal, Robert A. Peterson
and Bob Connolly（2005）, “The Concept of the Big
Middle,” Journal of Retailing, Vol. 81（Number 2）,
pp. 83−88.
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政府の行政介入の存在や役割を対象とするアプ
ローチが大きな影響力を発揮している点である。
小売業態の研究を深めるために，中国小売業態の
発展モデルに新たな仮説が必要になっている。
ビッグ・ミドル形成過程の前段階では，中国やイ
ンドのような新興国では，行政介入が小売業態の
発展に大きな影響を果たすことが確認できる。こ
のため市場システムによるビッグ・ミドル形成と
小売業態の発展および多様化に対して，図表８の
ような形での行政介入を組み込んだ新たな小売業
態発展の仮説が求められていることを問題提起し
ておきたい。
小売業態の発展に行政介入がどのような影響力
を発揮するかは，日本での大規模小売店舗法の施
行が日本の小売業における大手総合スーパーを中
心にコンビニエンスストア業態の導入と普及をも
たらした事実を指摘することでも明らかであり，
市場における行政介入が小売業態発展や多様化に
与えた影響が無視できないことも事実である。こ
うした行政介入と市場メカニズムの視点からの考
察は，中国小売業態の発展や多様化を解明するこ
とを通して，中国市場と類似な新興市場の業態発
展に理論的にも貢献すると考えられる。
「消費大国」になりつつある中国の小売市場に
おいては，外資系小売企業であれ，国内小売企業
であれ，急速に拡大する消費需要と熾烈な競争の
中で，自社への消費者の獲得と競争力の向上を図
ろうとしている。より多くの消費者の獲得と満足
の実現のためには，消費者ニーズに適合した業態
のイノベーションをさらに推進することが重要と
なる。実務的には，中国市場で生き残りを賭け，
いっそう自社の競争力を高めるためには，いかな
る業態を確立し，その業態を含めた多業態戦略の
展開によってどのように競争優位を築いていくの
かという新たな課題が提起されており，研究面で
はこうした動向を踏まえて，中国小売業態の発展
が他の国（先進国や新興国）と比較してどのよう
な発展の特徴を有するかについて，さらに考察を
深める必要を感じている。
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●注
１）ここで行政介入とは，小売流通における規制（強化）
政策や業界に対する振興策を意味する。WTO加盟以
降，中国の小売市場は行政による規制緩和で，自由な
参入が行われ，次第に市場メカニズムによる調整が働
くようになったといわれるが，根本のところでは国と
地方の政府レベルで様々な行政介入が行われており，
管理型の市場システムという性格を有している。この
ことは，中国小売市場では市場のメカニズムの働きに
依存する割合が増えつつあるが，依然として政府によ
る規制強化と規制緩和の組み合わせで小売業態の多様
化が生み出されている。
２）出牛正芳編著（２００４）『基本マーケティング用語辞典』
白桃書房，pp. 41−42。
３）Malcolm P. McNair.（1958）, Significant Trends and
Developments in the Postwar Period , in A. B. Smith
（Editor）, Competitive Distribution in a Free High
Level Economy and Its Implications for the University
（Pittsburg: University of Pittsburg Press）, pp. 1−25.
４）Hollander, Stanly C.（1966）, “Notes on The Retail Ac-
cordion” Journal of Retailing, Vol. 42（Summer）, pp.
29−40.
５）Davidson, William, Albert D. Bates and Stephen J.
Bass（1976）, “The Retail Life Cycle,” Harvard Business
Review, 54（November-December）, pp. 89−96.
６）高嶋克義（２００３）「小売業態革新の分析枠組み」『國民
經濟雜誌』１８７（２）, pp. 69−83。
７）Mason, J. B. and Mayer, M. L（1990）, Modern Retail-
図表８ 中国市場におけるビッグ・ミドル市場と行
政介入
注：政府介入の役割は筆者がその重要性を考慮して追加し
たものである。
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ing; Theory and Practice, BPI/Irwin, p. 25.
８）本論文においては，外資系小売企業は華人・華僑資本
を含む外資系小売企業を指す。
９）中国においては，主にファストフードの飲食専門店を
経営している。
１０）専修大学において実施した三菱 UFJリサーチ＆コン
サルティング株式会社国際事業本部，グローバルコン
サルティング部部長，恩田達紀氏へのインタビューに
よる（２０１１年１０月２０日）。
１１）カルフールは北京現地でヤオハンの元パートナーで
あった中国新技術投資創業公司と共同出資で，「家創
商業管理公司」というマネジメント・カンパニーを立
ち上げ，１９９５年に，「家楽福・創益佳商城」（カル
フール）の第１号店をオープンした。
１２）株式会社平和堂本社において実施した専務取締役・管
理本部長兼社長室長兼中国室長，古川幸一氏へのイン
タビューによる（２０１１年９月８日）。なおこの知見は，
経営研究所研究プロジェクト「東アジア企業のマーケ
ティング革新の研究」の研究調査に同行した際に行わ
れたインタビューに基づくものである。
１３）２０１０年９月１０日，中国政府（商務部）は外資系企業
にインターネット通販を解禁すると発表した。中国に
進出済みの流通業者と製造業者がまずは解禁の対象と
なり，ネット販売を許可する通達を出した。つまり中
国市場において，実店舗等の拠点を持っている企業は
解禁対象である。
１４）この概念は２００４年，アーカンソー大学での小売業コ
ンファレンスにおいて，Wal-Martのマーケティング
副社長（当時）の Bob Connollyによって紹介された。
Michael Levy, Dhruv Grewal, Robert A. Peterson and
Bob Connolly（2005）, “The Concept of the Big Mid-
dle,” Journal of Retailing, Vol. 81（Number 2）, pp. 83−
88.
１５）向山雅夫「小売国際化の進展と新たな分析視角」，「小
売国際化研究の新たな課題」，向山雅夫・崔相鉄編著
『小売企業の国際展開』中央経済社 ２００９年 pp. 19−
27, pp. 307−312。
１６）こうした従来の研究への批判的な評価を踏まえて考察
すると，ここでのコンセプトの問題も，特定業態での
参入の動機やビッグ・ミドル市場での業態形成がどの
ように行われるかについては，これだけの構図では不
明なままである。
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